
地方自治体が実施する従来の放課後児童指導員等を対象とした 

研修の実施状況について 
 

 １．調査内容  

（１）調査対象  都道府県・指定都市・中核市（１０８自治体） 

（２）調査年度  平成２３年度 

（３）調査内容 

①実施形態（直営・委託・補助）、②科目別時間数、③対象者、④開催回数、⑤募集人数・ 

参加人数、⑥国庫補助の有無 

 

 ２．調査結果概要  

（１）実施形態について 

○ 直営  ６３自治体（５８％） 

○ 委託  ５０自治体（４６％） 

○ 補助   ６自治体（ ６％） 

   ※ １中核市が未実施のため、合計実施自治体数は１０７となる。 

   ※ １つの自治体が複数の実施形態をとっている場合があるため、合計が１００％以上

となる。 

（２）科目別時間数について 

   別紙のとおり 

（３）対象者について 

 実施自治体 実施割合 備   考 

放課後児童指導員    

 初任者 ５３自治体 ４９％  

中堅者 １０４自治体 ９６％  

主任クラス ９６自治体 ８９％  

障害担当 ９１自治体 ８４％  

採用予定者 ５４自治体 ５０％  

施設長 ６１自治体 ５６％  

事務担当者 ６２自治体 ５７％  

ボランティア ３９自治体 ３６％  

その他 ４８自治体 ４４％ 放課後子ども教室関係者・児

童館職員等 

（４）開催回数について 

  ○ １自治体当たり 年平均 １２回 

（５）募集人数・参加人数について 

① 平均募集人数 １７３人（※募集人数の報告があった研修の平均人数） 

② 平均出席人数 １３６人 

③ 平均出席率   ８６％（※（募集人数の報告があった研修の）出席人数／募集人数の平均） 

（６）国庫補助の有無について 

  ○ 国庫補助有 ８４自治体（７８％） 

資 料 ３ 



（別　紙）

研修形態
平均時間
（分）　※１

実施自治体
数

基礎（児童福祉概論、放課後児童クラブの制度概要など） 120 8.8% ② 57 53.3% ②

遊びの支援、仲間づくり 118 5.4% ⑤ 38 35.5% ⑤

子どもの生活面の援助（おやつ・宿題等） 96 1.8% 19 17.8%

子どもの発達の理解（児童発達理論） 114 7.4% ③ 53 49.5% ③

発達障害児など配慮を必要とする子どもへの支援 151 16.4% ① 86 80.4% ①

いじめや虐待への対応 87 1.7% 24 22.4%

事故や怪我の防止と対応 96 5.8% ④ 49 45.8% ④

健康・衛生管理 84 2.4% 29 27.1%

防災・防犯対策 88 3.3% 36 33.6%

来所・帰宅時の安全の確保 59 0.7% 16 15.0%

子どもの人権と指導員の倫理 136 3.8% 26 24.3%

家庭における養育状況の理解 89 0.8% 11 10.3%

保護者への支援と連携 71 2.6% 34 31.8%

職場運営におけるチームワーク 92 3.6% 23 21.5%

学校・地域・関係機関との連携 91 3.1% 26 24.3%

個人情報の取扱とプライバシーの保護 90 0.5% 6 5.6%

苦情・要望への対応 81 0.9% 14 13.1%

個別援助活動（ケースワーク） 111 1.5% 14 13.1%

集団援助活動（グループワーク） 191 9.6% 46 43.0%

地域福祉活動（コミュニティーワーク） 196 1.6% 10 9.3%

ゲーム・遊び 119 7.1% 56 52.3%

表現活動（ダンス、創作活動、劇など） 109 1.9% 12 11.2%

実　　習 実習 875 9.2% 13 12.1%

（※１）平均時間（全自治体の合計時間数／全自治体の研修開催回数の合計）は、研修１回あたりの平均所要時間。

（※２）実施時間別割合（科目合計時間数／研修全体時間）は、研修時間全体に占める科目毎の実施割合。

研修内容・科目別時間数について

講　　義

演　　習

実　　技

研　　　修　　　内　　　容　　　・　　　科　　　目
実施時間別
割合　　※２

実施自治体別
割合


















































































































